
消費者庁 平成31年度予算概算要求について 

平成 30 年 8 月 

消 費 者 庁 

概要 

○ 消費者を取り巻く環境の変化や新たな課題等に適切に対応し、消費者の安

全・安心を確保することが必要。

○ そのため、消費者庁としては「成年年齢の引下げを見据えた未成年への消費

者教育の強化や高齢者等の見守りネットワーク構築、内部通報制度に係る認

証制度の導入による事業者のガバナンスの強化」（経済財政運営と改革の基本

方針 2018（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定））などのために必要な予算要求を

行う。

重点事項の柱 

「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現に向け、 

1. 政策課題に対応した消費者行政の充実・強化

2. SDGs の推進（持続可能な消費の推進、国際化への対応等）

3. 生命身体の安全・安心の確保

4. 消費者庁の体制基盤の整備等

を行う。 

概算要求額 

○ 一般会計は 145.3 億円（前年度予算（119.3 億円）比 22％増）

○ 一般会計と東日本大震災復興特別会計分 4.8 億円（復興庁一括計上）の合計

額で 150.1 億円（前年度予算（124.2 億円）比 21％増）
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平成 31年度予算概算要求について 

 

区分 
平成 30年度 

予算額 

平成 31年度 

概算要求額※ 
増減額 増減率 

一般会計 119.3億円 145.3億円 25.9億円 ＋22％ 

復興特会 4.8億円 4.8億円 ― ― 

※「新しい日本のための優先課題推進枠」43.7億円を含む。 

 

１．政策課題に対応した消費者行政の充実・強化 

（１）消費者行政体制の強化 

○ 地方消費者行政強化交付金            40.0億円（24.0億円） 

◇ 消費生活を取り巻く環境が年々変化していることに伴い、消費者問題は多

種多様に複雑化していることを踏まえ、従来の体制では対応できない国と

して解決すべき消費者行政の課題に意欲的に取り組む地方公共団体の取組

を支援する。また、地方消費者行政強化作戦を踏まえ、消費生活相談窓口

の整備や消費生活相談員資格の取得促進など、身近で質の高い相談・救済

を受けられる地域体制の強化等を図る。加えて、消費者被害の泣き寝入り

を防止するため、あらゆる消費者問題に対応する「消費者ホットライン

（188）」の更なる周知に努める。 

 

○ 地方消費者行政推進交付金（復興特会）       4.8億円（4.8億円） 

◇ 消費サイドの放射性物質検査体制の整備など、東日本大震災の被災地の復

興に向けた取組を継続的に実施する。 

 

○ シェアリングエコノミーに関する実証実験等    16百万円（16百万円） 

◇ ICTを介して個人等の遊休資産を活用するシェアリングエコノミーに関

し、その普及に伴い発生する可能性のある消費者問題に対応するため、徳

島県を実証フィールドとした実証実験を行う。また、消費者行政新未来創

造オフィスにおいて、有識者等で構成される新未来創造研究会を開催し、

上記の実証実験の結果も踏まえ、新技術が変革する将来の消費生活をより

豊かなものとするため、今後の消費者行政の在り方について議論を行う。 

 

○ 加工食品の新たな原料原産地表示制度の普及・啓発 

85百万円の内数（72百万円の内数） 

◇ 食品表示法に基づく新たな食品表示制度において課題の一つとなっている

加工食品の新たな原料原産地表示制度の普及・啓発のために必要な取組を
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実施する。 

 

○ 食品表示制度の適正化のための取組  56百万円の内数（45百万円の内数） 

◇ 食品表示制度の適正な運用を確保するため、販売されている食品の表示の

監視に必要となる遺伝子組換え食品やアレルギー物質を含む食品の検査法

の開発について調査研究を行う。 

 

○ 物価関連対策の着実な実施            91百万円（67百万円） 

◇ 平成 31年 10月に消費税率の引上げが予定されているところ、消費税の円

滑かつ適正な転嫁対策を進めるべく、物価モニター調査の規模を拡充し、

情報収集などを行う。 

 

（２）若年者・高齢者等の安全・安心の確保 

○ 若年者への消費者教育の推進            18百万円（7百万円） 

◇ 民法改正に伴う成年年齢引下げに向けた若年者への消費者教育の強化のた

め、消費者庁が作成した「社会への扉」などの消費者教育用教材を活用

し、全国の高等学校等に実践的な消費者教育を展開する。また、「社会へ

の扉」を特別支援学校等で活用する際の利便性や有効性の向上を図る。 

 

○ 地方における実践的な消費者教育の取組の推進 

◇ 地方消費者行政強化交付金［再掲］ 

 40.0億円の内数（24.0億円の内数） 

地方公共団体等による、消費者教育教材を活用した教員向けの研修の実施

などの取組のほか、消費者教育を担う多様な関係者や機会を調整する「消

費者教育コーディネーター」の育成・配置など成年年齢引下げに対応した

若年者に対する実践的な消費者教育の実施に向けた取組を支援する。 

 

◇ 独立行政法人国民生活センター運営費交付金 

34.1億円の内数（32.9億円の内数） 

消費者教育の専門家の確保が困難な地方公共団体の要請に応じて、専門家

を派遣するほか、消費者教育コーディネーターを育成するために必要な講

師派遣等を行う。 

 

○ 消費者安全確保地域協議会構築の推進 

◇ 地方消費者行政強化交付金［再掲］ 

40.0億円の内数（24.0億円の内数） 

高齢者、障害者、認知症等により判断力が不十分となった人などの消費者

被害を防ぐため、地方公共団体及び地域の関係者が連携した消費者安全確

保地域協議会（見守りネットワーク）の構築を推進する。 



○ 訪日・在日外国人の消費の安全の確保

◇ 地方消費者行政強化交付金［再掲］

40.0 億円の内数（24.0 億円の内数） 

訪日・在日外国人の消費の安全の確保のため、地域における消費生活相談

に係る体制の充実を図る。 

◇ 独立行政法人国民生活センター運営費交付金［再掲］ 

34.1 億円の内数（32.9 億円の内数） 

独立行政法人国民生活センターにおいて、訪日外国人が日本国内で消費者

被害に遭った際に相談できる電話窓口を運用するなど体制整備を行う。 

（３）法執行機能の強化 

○ 公益通報者保護制度の実効性の向上  107 百万円（64 百万円） 

◇ 消費者の安全・安心を損なう法令違反等に対応する公益通報者保護制度の

普及促進に加え、民間企業や行政組織等において当該制度を担う専門人材

を育成するための専門講座や研修会等を企画・実施するほか、公益通報者

保護制度の実効性向上のための内部通報制度に関するエキスパート資格制

度の導入を検討する。 

○ 消費者団体訴訟制度の機能強化 38 百万円（38 百万円） 

◇ 悪質事案による消費者被害の実態調査等を行うことにより、消費者団体訴

訟制度の機能強化を図る。 

２．SDGs の推進（持続可能な消費の推進、国際化への対応等） 

○ 消費者サミットの開催 115 百万円（新規） 

◇ 日本が G20 の議長国を務める 2019 年内に、G20 等の関係機関が出席する

「消費者サミット」を日本で開催し、国際的な消費者被害の未然・拡大防

止、効果的な消費者施策の立案等に係る情報共有などを行う。 

○ 越境取引増加に伴うトラブルへの対応

◇ 独立行政法人国民生活センター運営費交付金［再掲］

34.1 億円の内数（32.9 億円の内数） 

海外事業者との取引で被害に遭った消費者の相談窓口である国民生活セン

ター越境消費者センター（以下「CCJ」という。）において、引き続きトラ

ブル解決のために必要な支援を行う。 
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◇ 越境取引に関する消費者相談の海外展開に要する経費 

12 百万円（12 百万円） 

諸外国の消費者相談の実態や連携に係る課題の調査等を通じ、CCJ と海外

の消費者相談関係機関等との更なる連携体制の強化を図る。 

○ 食品ロス削減のための普及啓発 19 百万円（6百万円） 

◇ 関係省庁と連携して食品ロス削減国民運動を展開するとともに、食品ロス

削減に向けて、消費者が認識を高め、消費行動の改善を促すような普及啓

発を実施する。また、国内外における食品ロス削減の実態調査を実施する

とともに、当該調査結果を踏まえ、食品ロス削減に向けた対策を検討す

る。 

○ 地方でのエシカル・ラボ開催等を通じた倫理的消費の普及

17 百万円（17 百万円） 

◇ 倫理的消費（エシカル消費）の概念の普及や多様な主体によるムーブメン

ト作りのため、地方でエシカル・ラボを開催し、先進的な事例の紹介等を

通じた全国的な普及・展開を図る。 

○ 消費者志向経営の更なる推進 11 百万円（8百万円） 

◇ 事業者による消費者志向経営に関する優良な取組を表彰するほか、消費者

志向の取組の調査・分析を行うなど、消費者志向経営の更なる推進を図

る。 

３．生命身体の安全・安心の確保 

○ 当事者意識の醸成のための研究 6 百万円（新規） 

◇ 消費者事故の再発防止策が消費者に浸透しているとは言い難い状況に鑑

み、当該事故に直接関係のない消費者が当事者意識を持ち、再発を防止・

減少させるため、心理学者や安全学関係者等による検討会において、既存

の普及啓発ツールの改善や、再発防止策浸透のためのツールの研究等を行

う。 

○ リスクコミュニケーション推進体制の強化 79 百万円（36 百万円） 

◇ 食の安全に関して、消費者庁の総合調整の下、多様な主体・手法によるリ

スクコミュニケーションを推進するため、効果的な意見交換の実施手法の

調査研究等を実施し、その成果として啓発資材を作成し、消費者にとって

分かりやすい情報発信に取り組む。また、全国の地方公共団体が主体的に

リスクコミュニケーションを実施するための支援を行う。 
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４．消費者庁の体制基盤の整備等 

○ セキュリティ強化や働き方改革等に資する情報システムの整備

911 百万円の内数（660 百万円の内数） 

◇ 情報セキュリティレベルの強化、職員のワークライフバランスの向上、大

規模災害時の業務・システム継続性の確保に重点を置いた新たな消費者庁

LAN システムが平成 31 年 1 月に稼動することを受け、副データセンター

の監視強化や大規模災害想定の切替試験の実施、機密情報漏えい等の危険

性検出の対策等を実施する。 

○ PIO-NET の刷新

◇ 独立行政法人国民生活センター運営費交付金［再掲］

34.1 億円の内数（32.9 億円の内数） 

全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）の刷新に向け、消費

生活センター等の相談現場における業務の効率化・高度化のため、平成

30 年度に実施する最新の動向（人工知能（AI）や音声認識技術等）に関

する調査及び導入に向けた検討を踏まえ、次期システムの設計・開発等を

行う。 
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平成 31 年度消費者庁予算概算要求（内訳） 

（単位：百万円） 

項 目 別 
３０年度 

予算額 

３１年度

要求額 

比較 

増減額

【消費者庁政策費】 

○消費者行政の企画立案

○インターネット取引等に関する調査

○消費者の財産被害に関する情報の集約・分析・対応

○消費生活に関する制度の企画・立案・推進

○公益通報者保護の推進

○地方消費者政策の推進

（地方消費者行政推進交付金及び地方消費者行政強化交付金を除く。）

○地方消費者行政強化交付金

○消費者に対する教育・普及啓発の企画・立案・推進

○消費者政策の企画立案のための調査等経費

○物価対策・事業者連携の推進

○消費者安全に関する啓発の推進

○消費者の安全確保のための施策の推進

○消費者事故調査等の推進

○消費者取引対策の推進

○消費者表示対策の推進

○食品表示対策の推進

【復興特別会計】 

○被災４県の消費者行政への支援（地方消費者行政推進交付金）

【その他】 

○国民生活センター運営費交付金

○消費者庁人件費

○消費者庁一般行政経費

85 

52 

28 

83 

64 

167 

2,400 

50 

90 

75 

36 

135 

85 

262 

193 

283 

482 

3,290 

3,130 

1,426 

221

57

28

87

107

175

4,000

56

99

102

79

173

108

295

199

295

482

3,412

3,339

1,695

136

5

0

4

43

8

1,600

6

9

27

43

38

23

33

6

12

0

122

209

269

消費者庁合計額 
（※復興庁一括計上分を含む。） 

義務的経費 3,840 4,056 216

裁量的経費 8,093 10,472 2,378

東日本大震災復興特別会計 482 482 0

合計（一般会計＋復興特別会計） 12,416 15,010 2,594

（うち一般会計） 11,934 14,528 2,594

 ※消費者行政新未来創造オフィスに関連する平成 31 年度予算概算要求額は 3.9 億円（前年度 3.9 億円）。 

※四捨五入の関係で、計数は必ずしも一致しない。 
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消費者庁 （単位：百万円）

要望額

地方消費者行政の推進 4,000

地方消費者行政強化交付金 4,000

国民生活センター運営費交付金 371

PIO-NET2020 システムの設計・開発、プロジェクト管理支援 314

PIO-NETシステムにおけるデータの遠隔地保管に必要な経費 37

若年者の消費者教育推進のための専門家活用推進事業 20

4,371

【参考】「新しい日本のための優先課題推進枠」要望一覧

項　目　別　事　業　名

合　　計
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消費者庁 平成 31 年度機構・定員要求について 

1. 概要

○ 消費者を取り巻く環境の変化や新たな課題等に適切に対応し、消費

者の安全・安心を確保することが必要。

○ そのため、消費者庁としては「成年年齢の引下げを見据えた未成年

への消費者教育の強化や高齢者等の見守りネットワーク構築、内部

通報制度に係る認証制度の導入による事業者のガバナンスの強化」

（経済財政運営と改革の基本方針 2018（平成 30年 6月 15日閣議決

定））などのために必要な機構・定員要求を行い、体制整備を図る。

2. 機構・定員要求のポイント

① 機構要求事項

○ 消費者教育推進課の新設 1

○ 公文書監理官（参事官級）の新設 1

○ 消費者制度課企画官（公益通報者保護制度推進担当） 1

○ 食品表示企画課保健表示室長 1

② 定員要求事項 計 29名（その他定員合理化により 3名削減）

 政策課題に対応した消費者行政の充実強化

 消費者教育推進担当 8名

 公益通報者保護制度推進担当 3名

 原料原産地表示監視担当 1名

 食品表示制度企画立案担当 2名

 地方消費者行政分析担当 2名

 SDGsの推進（持続可能な消費の推進、国際化への対応等）

 国際連携担当 3名

 食品ロス削減推進担当 2名

 消費者志向経営推進担当 1名

 生命身体の安全・安心の確保

 リスクコミュニケーション担当 1名

 子ども・高齢者事故防止担当 1名

 消費者庁の体制基盤の整備等

 サイバーセキュリティ・情報化担当 4名

 公文書管理担当 1名
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